
 

 

 

事 務 連 絡 

令和４年７月 11日 

 

各都道府県衛生主管部（局）御中 

 

 

医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査（宿日直取得許可等取得状況調査） 

の実施について（依頼） 

 

 

先般、「医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査の実施について（依頼）」

(令和４年２月28日付け厚生労働省医政局医事課事務連絡)により行った調査の結果、回

答のあった病院のうち、「副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間を把握してい

る」と回答したのは3,613病院中1,399病院(39％)でした。また、宿日直許可について回

答のあった病院のうち、「宿日直許可を取得していないが、申請する予定」と回答した

のは529病院中234病院（44％）でした。 

こうした結果を踏まえ、令和６年４月からの医師の働き方改革の施行に向けて、各都

道府県において、管下の各医療機関の労働時間の把握状況及び宿日直許可の取得・申請

状況について、医師派遣の状況と合わせてより詳細に把握し、労働時間短縮の取組や宿

日直許可取得に向けた支援を行うとともに、必要な地域の医療提供体制を維持できるよ

う取組を進める必要があります。 

そのため、病院（大学病院の本院及び防衛医科大学校病院を除く。以下同じ。）及び

有床診療所を対象として、宿日直許可の取得状況等について調査を行うこととしまし

た。ついては、貴管下の病院及び有床診療所に対して、別紙１を送付の上、回答を依頼

いただいた上で、得られた回答について別紙２にとりまとめて本年８月19日までに、当

課までお送りいただくようお願いします。ただし、既に同様の内容の調査を行われてい

る場合には、当該調査の結果を別紙２によってご報告いただくことでも差し支えありま

せん。 

なお、大学病院の本院及び防衛医科大学校病院については、複数の都道府県にまたが

って医師派遣を行う場合があることから、別途厚生労働省において調査を行うこととし

ています。 

また、調査に当たって、医師の働き方改革に対応するための医師派遣の中止がないこ

とを確認している場合など、貴部(局)において地域医療提供体制の維持に支障がないと

判断される地域又は病院・有床診療所については必ずしも回答を求めません。 

 

 

 

 

 

照会先 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 事 課 

医師等医療従事者働き方改革推進室 

電話(代表) ０３－５２５３－１１１１ 

主  査  瀧 翔哉 (内線４４０６) 

    江﨑 哲史 (内線４１９６) 

 



別紙１

貴医療機関名
ご住所 〒
ご担当者
ご連絡先 電話

E-mail

問１

派遣元の医療機関名 宿直、⽇直、宿⽇直の頻度
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿直 回/週 ⼜は 回/⽉
⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉
宿⽇直 回/週 ⼜は 回/⽉

医師の働き⽅改⾰の施⾏に向けた準備状況調査（宿⽇直許可等の状況)

他院から⾮常勤（週に数⽇などの頻度）で派遣されている医師（貴院以外を主たる勤務先とする医
師）が⾏う夜間・休⽇の宿⽇直業務について以下をご回答ください。

SAMPLE



問２

１．副業・兼業先を含めて把握している
２．把握していない

※ 副業・兼業先の労働時間の把握は医師の⾃⼰申告で差し⽀えありません。

問３

⼈

※ いない場合は０とご回答ください。
※

※

問４ 貴院の宿⽇直許可の取得・申請状況について、該当するものに○印を付けてください。（１つのみ）

１．宿⽇直許可取得の必要がないため、取得意向はない
２．宿⽇直許可を取得したいが、業務の性質に照らすと許可取得は困難と考えている
３．必要な宿⽇直許可を取得済み
４．必要な宿⽇直許可を申請したが、許可は得られなかった
５．必要な宿⽇直許可を申請し、結果待ち
６．必要な宿⽇直許可の取得のために、申請の準備中
７．必要な宿⽇直許可の申請を予定しているが、具体的な準備には着⼿していない
８．宿⽇直許可が必要かわからない

※ 宿⽇直許可について

１か⽉の時間外・休⽇労働時間を12倍する等により換算してご回答いただいて差し⽀えありませ
ん。
宿⽇直について、許可が得られていない⼜は得られているかが不明な場合は全て労働時間として
ください。

 宿⽇直許可を受けた場合には、その許可の範囲で、労働基準法上の労働時間規制が適⽤除外と
なります。今後、令和６年４⽉から医師の時間外労働の上限規制がスタートしますが、
(1)宿⽇直許可を受けた場合には、この上限規制との関係で労働時間とカウントされないこと、
(2)勤務と勤務の間の休息時間（勤務間インターバル）との関係で、宿⽇直許可を受けた宿⽇直
（９時間以上連続したもの）については休息時間として取り扱えることなど、医師の労働時間や
勤務シフトなどとの関係で重要な要素になることが考えられます。

貴院を主たる勤務先とするすべての医師について、時間外・休⽇労働時間数（副業・兼業先を含
む。）を把握していますか。該当する選択肢に○印を付けてください。

貴院を主たる勤務先とする医師のうち、現時点で、年間の時間外・休⽇労働時間（副業・兼業先にお
ける時間も通算）が1,860時間を超える医師は何⼈ですか。



※

※

問５ （問４で６⼜は７と回答した場合）
宿⽇直許可申請を所轄の労働基準監督署に提出するのはいつの予定ですか。

年 ⽉

問６

１．A⽔準
２．B⽔準
３．連携B⽔準
４．C-1⽔準
５．C-2⽔準

※ A⽔準

B⽔準

連携B⽔準

C-１⽔準

C-２⽔準

※ 時間外労働の上限規制について

希望する臨床研修医・専攻医に適⽤される⽔準（時間外・休⽇労働の上限：年1,860
時間）

⾼度な専⾨技術の修得を⽬指す医師に適⽤される⽔準（時間外・休⽇労働の上限：年
1,860時間）

 医療機関が、地域医療の確保などの必要からやむを得ず、所属する医師にこれを上回る時間
外・休⽇労働時間を⾏わせる必要がある場合は、その理由に応じて、都道府県知事から指定を受
ける必要があります。（１つの医療機関が複数の⽔準の指定を受けることもできます。）

 令和６年４⽉から、診療に従事する勤務医の時間外・休⽇労働時間は、原則として年960時間
が上限となります（A⽔準）。

令和６年度に、貴院で予定されている医師の時間外・休⽇労働時間の⽔準に当てはまるものに○印を
付けてください。（複数選択可。）

下記の⽔準に当てはまらない医師に適⽤される⽔準（時間外・休⽇労働の上限：年
960時間）
救急医療をはじめ、政策的に確保が必要な医療に従事する医師に適⽤される⽔準（時
間外・休⽇労働の上限：年1,860時間）
派遣されて複数の医療機関で働くことにより、地域医療の確保に必要な役割を果たす
医師に適⽤される⽔準（時間外・休⽇労働の上限：年1,860時間）

２については、時間帯を限定しての許可の取得といった⽅策も含めてご検討いただいてなお困難
な場合に選択してください。
４については、単に労働基準局等に相談した際に難しそうという感触を⽰されたといった場合は
含まず、申請書を提出した上で許可を得られなかった場合に選択してください。



別紙２

（都道府県名） 医師の働き⽅改⾰の施⾏に向けた準備状況調査（宿⽇直許可等の状況) 時点

A B 連携B C-1 C-2

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22

令和６年度の予定⽔準
主たる勤務先が⾃
院である医師の副
業・兼業先を含め
た年通算の時間
外・休⽇労働時間
が1,860時間数超の

医師数

医師派遣受⼊状況
（夜間や休⽇の宿⽇直を
⾏う、⾃院以外を主たる
勤務先とする医師に限

る）

医療機関名
申請予定
時期

宿⽇直許可の取得・申請状況

主たる勤務先が⾃院で
ある医師の副業・兼業
先を含めた時間外・休
⽇労働時間数の把握

SAMPLE
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